
(単位：百万円、百万円未満切り捨て)

予算(案) (参考)従来表記 前年 前年差 前年比 備考

1 供給高 60,385 61,392 63,468 △3,083 95.1% 供給事業の利用高

2 無店舗事業 51,219 51,354 52,813 △1,594 97.0% 共同購入・カタログ・夕食宅配・サービス事業の合計

3 共同購入事業 48,000 48,000 49,203 △1,203 97.6%

4 カタログ事業 2,329 2,329 2,791 △462 83.4%

5 夕食宅配事業 890 890 819 70 108.7%

6 サービス事業 － 135 － － －

7 店舗事業 9,142 10,013 10,633 △1,490 86.0%

8 エフセ事業 23 23 22 1 107.5% 会葬御礼品、返礼ギフトなどの商品供給

9 13,007 13,205 13,939 △931 93.3% 組合員が商品を利用することによってもたらされる利益

10 利用剰余金 12 12 10 1 113.5% 利用事業の事業総剰余金

11 サービス事業 0 0 0 0 143.1% サービス事業の旅行部門の収入

12 エフセ事業 11 11 10 1 112.8% エフセ葬儀部門の収入

13 福祉剰余金 87 87 △16 104 － 福祉事業の事業総剰余金(福祉事業収入ー福祉事業費用)

14 その他事業収入 2,083 1,972 1,931 151 107.9%

15 配達手数料収入 833 833 806 27 103.4% 無店舗事業の個別配達に係る手数料収入

16 共済受託収入 831 831 817 13 101.6% コープ共済連等からの共済受託手数料収入

17 その他の収入 418 307 306 111 136.2% その他事業収入のうち上記以外のもの

18 15,190 15,278 15,864 △674 95.7% 供給剰余金＋利用剰余金＋福祉剰余金＋その他事業収入

19 事業経費 14,176 14,263 13,503 672 105.0% 生協の運営や事業活動に係る費用(人件費+物件費)

20 人件費 8,612 8,612 8,384 227 102.7% 役員の報酬やスタッフの給与等、福利厚生費などの費用

21 物件費 5,563 5,651 5,119 444 108.7% 人件費以外の事業経費

22 事業剰余金 1,014 1,014 2,361 △1,347 43.0% 事業総剰余金－事業経費

23 事業外収益 279 279 493 △213 56.6% 預金等利息、出資配当金、土地・建物の賃貸収入など事業以外の収入

24 事業外費用 1 1 18 △17 7.0% 金融商品会計に基づく預り保証金に係る利息相当額など事業以外の費用

25 経常剰余金 1,292 1,292 2,835 △1,543 45.6% 事業剰余金＋事業外収益－事業外費用

26 無店舗事業 1,236 1,236 2,477 △1,241 49.9% 共同購入・カタログ・夕食宅配・サービス事業の合計

27 共同購入事業 1,176 1,176 2,254 △1,077 52.2%

28 カタログ事業 13 13 126 △113 10.3%

29 夕食宅配事業 38 38 77 △38 49.5%

30 サービス事業 8 8 19 △10 44.1%

31 店舗事業 △272 △272 11 △283 －

32 エフセ事業 △1 △1 △2 1 －

33 共済事業 328 328 423 △95 77.4%

34 福祉事業 1 1 △74 75 －

35 特別利益 － － 29 △29 －

36 特別損失 0 0 34 △33 1.5% 店舗改修に伴う設備等の撤去費用、機器等の固定資産廃棄費用等

37 税引前当期剰余金 1,291 1,291 2,831 △1,539 45.6% 経常剰余金＋特別利益－特別損失

38 法人税等 357 357 620 △262 57.6% 法人税、住民税、事業税等

39 法人税等調整額 － － 6 △6 － 税効果会計に基づく法人税等の調整額

40 当期剰余金 934 934 2,204 △1,270 42.4% 税引前当期剰余金－法人税等－法人税等調整額

41 665 665 420 245 158.5% 当期の期首に繰越された剰余金

42 13 13 8 5 162.2% 「よりよい地域活動づくりの実現」に向けて活用する目的別積立金の取崩額

43 1,613 1,613 2,633 △1,019 61.3% 当期剰余金＋当期首繰越剰余金＋目的別積立金取崩額当期末処分剰余金

  至　2022年（令和4年）3月31日

供給剰余金

【 2021年度予算】
  自　2021年（令和3年）4月  1日

事業総剰余金

当期首繰越剰余金

くらしと地域づくり積立金取崩額


